
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お申込方法  ホームページ・FAX・お電話のいずれかにてお申し込みください。       

◆ホームページお申し込みフォームの場合 http://www.agi.or.jp または 

◆お電話の場合 TEL：093-583-6202【電話受付時間 9:00～17:00】 

◆FAX の場合 下記内容をご記入の上、本紙を送信してください。

FAX:093-583-6576 
ご芳名(ふりがな) ご所属・役職/学校名・学年 ご連絡先電話番号 賛助会員番号 

    

    

※ご記入いただいた個人情報等は、当研究所業務に関する情報提供・運営管理に活用させていただき、第三者に提供することはありません。 

日 時 2015 年 月 日(火) 14:00～16:00 

会 場 ステーションホテル小倉４階 豊饒の間 
 

「第 10 回 成長戦略フォーラム」開催のご案内 

 

【定員】先着 100 名   【申込締切】3 月 20 日（金） 
【参加料】500 円 （但し、当研究所賛助会員・学生(要:学生証)は無料） 

 

【主催】公益財団法人アジア成長研究所 【共催】北九州市、北九州商工会議所 

【後援】一般社団法人 西日本工業倶楽部 

【お問合せ先】公益財団法人 アジア成長研究所 (AGI)   担当：甲斐 

〒803-0814  北九州市小倉北区大手町 11-4  TEL：093-583-6202  E-mail：asia@agi.or.jp 

 

 

地方にとって水産業は、重要な産業であるが 1988年以降衰退の一途を辿っている。 
水産資源が悪化し、漁業従事者が減少し高齢化している。また水産物の消費も減退を続ける。 
戦後 70年間、漁業の協同組合法制度が手付かずで、農業の改革に比べ水産業の改革は遅い。 
法制度を新しくして、資源の回復と外部からの投資と雇用をもたらすことが地方創生に必須 
である。先駆けとしての新潟県や宮城県の例を基に全国的な取り組みが期待される。 

 

講 師 公益財団法人アジア成長研究所  

客員主席研究員 小松
こ ま つ

 正之
まさゆき

 氏      
 講師略歴 1953 年 岩手県陸前高田市生まれ。エール大学経営学大学院卒業、経営学修士

（MBA）。2004 年 東京大学より博士号(農学)授与。 1977 年 農林水産省入省。 
1991 年から 2002 年まで国際捕鯨委員会日本政府代表代理、 ミナミマグロ保存委員会、

インド洋マグロ委員会の政府代表を務める。1999 年国際海洋法裁判所の日本代表団。

2002 年国連食糧農業機関(FAO)水産委員会議長、水産総合研究センター理事等を経て、

2007 年 水産庁を退官。2008 年より政策研究大学院大学教授就任。2008 年内閣府規制

改革委員会専門委員。 2012 年より新潟県参与。 
著書に「よくわかるクジラ紛争」、「国際マグロ裁判」、「海は誰のものか」等多数。 
NHK[クローズアップ現代]などテレビ・ラジオ出演多数 。 
2005 年ニューズウィーク誌「世界が尊敬する日本人 100 人」に選ばれる。 
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